
長生村建設工事等最低制限価格制度実施要領 

令和４年４月１日 

告示第１７号 

（趣旨） 

第１条 この要領は、村が発注する建設工事等（以下、工事等）の入札の執行

につき、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の１０第

２項（同令第１６７条の１３において準用する場合を含む。）の規定により

最低制限価格を設ける場合の取扱いについて定める。 

（対象） 

第２条 最低制限価格を設ける対象は、長生村建設工事等指名業者選定審査会

に諮つたうえで、最低制限価格を設けることが適当と認められた工事等とす

る。 

（公表） 

第３条 最低制限価格を設ける場合は、当該入札の公告等においてその旨を公

表しなければならない。 

（最低制限価格の算定方法） 

第４条 最低制限価格は、対象とする工事等の予定価格から消費税及び地方消

費税を除いた額（以下「入札書比較価格」という。）の算出の基礎となつた

次の各号に掲げる費用に、それぞれ当該費用に定める割合を乗じて得た額（１

円未満の端数切捨て）の合算額とする。ただし、その額が、入札書比較価格

に１００分の９２を乗じて得た額を超える場合にあつては１００分の９２を

乗じて得た額とし、入札書比較価格に１００分の７５を乗じて得た額に満た

ない場合にあつては１００分の７５を乗じて得た額とする。なお、算出され

た金額に千円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。 

また、各費用の算定項目に含まれる費目は、別表に定めるとおりとする。 

⑴ 直接工事費 １００分の９７ 

⑵ 共通仮設費 １００分の９０ 

⑶ 現場管理費 １００分の９０ 

⑷ 一般管理費 １００分の６８ 

２ 対象とする工事等の内容及び技術的特性等から前項の規定により難いもの

については、入札書比較価格に１００分の８５を乗じて得た額から千円未満

の端数を切り捨てた額とする。 

附 則 

この告示は、公示の日から施行する。 



   附 則（令和６年１０月１６日告示第４２号) 

 （施行期日） 

１ この告示は、公示の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の長生村建設工事等最低制限価格制度実施要領の規定は、この告示

の施行の日（以下「施行日」という。）以後に入札公告又は指名通知をする

工事等について適用し、施行日前に入札公告又は指名通知をする工事等につ

いては、なお従前の例による。 

別表 

算定項目 費目 

直接工事費 直接工事費、直接製作費、機器単体費、処分費 等 

共通仮設費 共通仮設費、間接労務費 等 

現場管理費 現場管理費、工場管理費、据付間接費、設計技術費、機

器間接費 等 

一般管理費 一般管理費 等 

 


